資料４

薬物の使用等を助長する図書類等への対応策について論点レジュメ

（論点）薬物関連本は有害図書指定すべきか。
○薬物を摂取した場合の効用等、下記の記載内容があり、当該図書類を読んだ青少年が興味本位で薬物に手を出す懸念がある。

＜具体的な記載内容＞
・各種薬物（大麻、覚せい剤、違法ドラッグ等）の効用を記載し、使用することが特段悪いことではないことを強調し、使用することを賛美
・薬物の吸引方法や使用方法をイラスト入りで解説
・薬物の種の入手方法
・薬物の栽培方法や料理方法をイラスト入りで解説
・薬物使用等で逮捕されないためのテクニック
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（論点）現行の指定基準で指定できるか。
○社会問題化している脱法ドラッグは大麻等に比べて低価で、かつ大阪では他府県に比べて販売店が多く、青少年が手を出す懸念があることを踏まえ、青少年の犯罪を著しく誘発するおそれがあると認められるか。
＜参考＞
◆府内の違法ドラッグ販売店の増加状況
平成２２年度末：１７店舗　⇒　平成２３年度末：７３店舗

◆近畿府県の販売店舗数(H23年度末　厚生労働省発表)
　　　　大阪府７３件　　滋賀県２件　　　京都府７件
　　　　兵庫県１３件　　奈良県２件　　　和歌山県０件　

　　　



　

○これまで条例第13条第１項第３号の規定による指定実績はなし。いずれも図書類と青少年の犯罪との因果的なおそれまでは認められないとの理由による。
・過去の運用方針との整合性



（論点）新たな指定基準が必要か。
　○新たな基準を設けるほどの立法事実があるのか＜参考＞
府内の大型書店等において、「他都府県が指定した図書類」の陳列販売の状況を調査した。
調査店舗数：３０店舗（府内の大型書店等）
　陳列店舗数：　６店舗（他都府県が指定した４３冊のうち１１冊を確認）
　青少年の購買実態は不明

